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2017 年 4 月 28 日 

 

「ビジネスコンプライアンス検定 初級 問題集」 

追補情報のご案内 
 

株式会社サーティファイ 

法改正（平成 29 年 5 月 30 日時点で施行される法令に基づく）により本書内容を一部追加・修正・削除いたし

ました。第 7 版をお持ちの方は、以下の追補情報に従い、読み替えを行ってくださいますようお願い申し上げ

ます。 

＜追加・修正・削除個所について＞ 

・下線部が追加・修正個所です。 

・二重線が削除個所です。 

 

ページ 

番号 
箇所 訂正前 訂正後 

52 

第 16回 

問題 29 

事例文 

2行目 

これらの情報はデータベース化され、

過去６カ月以内のいずれの日において

も、データベース化された顧客数の合

計は５０００を超えている。 

これらの情報はデータベース化され、

過去６カ月以内のいずれの日において

も、データベース化された顧客数の合

計は５０００を超えている。 

52 
第 16回 

問題 29 

１： Ｘ社は、個人情報取扱事業者に

はあたらない。 

１： Ｘ社は、個人情報取扱事業者に

はあたらない。Ｘ社が保有する外国籍

の顧客の情報は、個人情報保護法の保

護対象にあたらない。 

70 

第 16回 

問題 29 

解説 

１： 不適切。個人情報データベース

を事業の用に供する者で、過去６カ月

以内のいずれかの日において、取り扱

う個人情報の数の合計が５０００を超

えている場合、個人情報取扱事業者に

あたる（個人情報保護法２条３項、施

行令２条）。 

１： 不適切。個人情報データベース

を事業の用に供する者で、過去６カ月

以内のいずれかの日において、取り扱

う個人情報の数の合計が５０００を超

えている場合、個人情報取扱事業者に

あたる（個人情報保護法２条３項、施

行令２条）。外国籍の個人の情報も個

人情報保護法の保護対象にあたる。 

89 
第 17回 

問題 29 

エ.個人情報保護法は、すべての事業者

に対して、適用される。 

エ.個人情報保護法は、すべての事業者

に対して、適用される。生命の保護の

ために個人情報が必要な場合において

も、個人情報を第三者に提供するには、

本人の同意が必ず必要となる。 
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107 

第 17回 

問題 29 

解説 

エ： 不適切。個人情報保護法は、個

人情報取扱事業者に適用される。個人

情報取扱事業者とは、個人情報データ

ベース等を事業の用に供している者で

ある（２条３項）。なお、個人情報取

扱事業者であっても、個人情報データ

ベース等を構成する個人情報によっ

て、識別される特定の個人の数の合計

が、過去６カ月以内のいずれの日にお

いても５０００を超えない場合には、

本法の適用対象とはならない（２条３

項５号、個人情報保護法施行令２条）。 

エ： 不適切。個人情報保護法は、個

人情報取扱事業者に適用される。個人

情報取扱事業者とは、個人情報データ

ベース等を事業の用に供している者で

ある（２条３項）。なお、個人情報取

扱事業者であっても、個人情報データ

ベース等を構成する個人情報によっ

て、識別される特定の個人の数の合計

が、過去６カ月以内のいずれの日にお

いても５０００を超えない場合には、

本法の適用対象とはならない（２条３

項５号、個人情報保護法施行令２条）。

本人の同意を得ずに、個人情報を第三

者に提供することができる場合もあ

る。本肢のように人の生命、身体、財

産の保護のために個人情報提供の必要

がある場合で、なおかつ本人の同意を

得ることが困難である場合は、例外と

して同意を得なくとも個人情報をする

ことができる。 

 

ビジネスコンプライアンス検定 初級 問題集 第 7 版 用 



2016 年 4 月 1 日 

ビジネスコンプライアンス検定 初級 問題集 

追補情報のご案内 
株式会社サーティファイ 

法改正（平成２８年１月１日時点で施行されている法令に基づく）により本書内容を一部追加・修正・削除いたしました。第 7版第

1刷をお持ちの方は、以下の追補情報に従い、読み替えを行ってくださいますようお願い申し上げます。 

＜追加・修正・削除個所について＞ 

・下線部が追加・修正個所です。 

・二重線が削除個所です。 

ページ 

番号 
箇所 訂正前 訂正後 

18 
問題 27 

ウ 

ウ．上場企業 の株式の３％以上を保有した場合

は、～ 

ウ．自社で保有する自社株式以外に、上場企業 の

株式の３％以上を保有した場合は、～ 

48 
問題 20 

ウ、エ  

ウ. 委員会設置会社においては、取締役で構成さ

れる監査委員会が取締役と執行役の職務の執行

を監査する。 

エ. 委員会設置会社は、監査委員会に代えて監査

役を設置することができる。 

ウ.委員会設置会社指名委員会等設置会社におい

ては、取締役で構成される監査委員会が取締役と

執行役の職務の執行を監査する。 

エ. 委員会設置会社指名委員会等設置会社は、監

査委員会に代えて監査役を設置することができ

る。 

51 
問題 27 

エ 

エ. 上場会社の発行済み株式の５％を超えて保

有した場合には、～ 

エ. 自社で保有する自社株式以外に、上場会社 

の発行済み株式の５％を超えて保有した場合に

は、～ 

67 
問題 20 

ウ、エ 

ウ： 適切。委員会設置会社においては、～ 

エ： 不適切。ウの解説を参照。委員会設置会社 

が監査役を～ 

ウ： 適切。委員会設置会社指名委員会等設置会

社においては、～ 

エ： 不適切。ウの解説を参照。委員会設置会社 

指名委員会等設置会社が監査役を～ 

69 
問題 27 

エ 

エ： 適切。上場会社 の発行済み株式の５％を

超えて保有した場合には、～ 

エ： 適切。自社で保有する自社株式以外に、上

場会社の発行済み株式の５％を超えて保有した

場合には、～ 

105 
問題 23ア 

2行目 

（２条１項１３号） （２条１項１３１４号） 

105 
問題 23エ 

2行目 

（２条１項第１０、１１号） （２条１項第１０、１１１１、１２号） 

107 
問題 28 

3 

３： 不適切。大量保有報告書は、上場会社の株

券等を５％を超えて保有することになった場合

に、～ 

３： 不適切。大量保有報告書は、自社で保有す

る自社株式以外に、上場会社 の株券等を５％を

超えて保有することになった場合に、～ 
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